
令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年05月21日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 65 交通安全意識向上事業
政策 安全で安心して暮らせるまち

この事務事業
施策 交通事故や犯罪のないまちをつくろう

の位置
基本事業 交通安全

主管課名 防災安全課 課長名 岡田　光将
この事務事業の開始時期 昭和40(1965)年代 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 根拠法令なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

児童生徒や高齢者などの交通弱者を対象に交通安全教 交通人身事故は減少傾向にあるものの、更なる減少が
室の開催や年代に応じた啓発資材を配付し、交通安全 目標であり、また死亡事故も発生している状況から、
意識の高揚をはかり、交通事故の防止を図る。 交通弱者となる児童生徒や高齢者に対する交通安全教
ＳＤＧｓの取り組み：３ 育や啓発は今後も継続する必要がある。

園児、児童生徒を対象に交通安全普及啓発資材を配付した。また、園児、児童生徒
R5年度に実施した具体的な や高齢者を対象に交通安全教室を開催等し、正しい交通ルールを身に付け

令

る機会を
事業の方法、

和

手順、指標に対す 作る

 

など交通事故の防止に

6

努めた。
る成果等  

事

年

務事業を取り巻く状況

度

は過去と比べ変化して

（

いるか (1)活動指標

5

（事務事業の活動量を

年

表す指標）

対象に変化

度

がないため、継続して

実

実施 名称 単位
① 交通安

施

全教室開催回数 回
変 

分

化
② 交通安全教室参加

）

者数 人
内 容

対象(こ

事

の事業の対象、範囲と

務

なる人、物) (2)対

事

象指標（対象の大きさ

業

を表す指標）

市民 名称

目

単位
① 人口 人
②

目的(

的

この事業によって上記

評

対象をどのような状態

価

にしたいのか) (3)

表

成果指標（目的の達成

様

度を示す指標）

交通安

式

全啓発により、子ども

1

（15歳以下）や若者

-

（16～24歳）、 名

1

称 単位
高齢者の交通事

記

故を減らす ① 子どもの

入

交通事故死傷者数(1

日

5歳以下) 人
② 若者の

令

交通事故死傷者数(1

和

6～24歳） 人

結果(

0

上位基本事業の意図)

6

(4)結果の成果指標

年

（上位基本事業の成果

0

指標）

交通安全意識の

5

高揚を図り市内の交通

月

事故を減らす 名称 単位

2

① 交通安全教室開催回

1

数 回
② 市内交通人身事

日

故件数 件

事務事業の各

１

種指標の実績と見込及

事

び目標

R4年度 R5年

務

度 R5年度 R6年度 R

事

7年度 R8年度 R9年

業

度
指標 ＼ 年度 単位

の

実績値 計画値 実績値 計

現

画値 目標値 目標値 目標

状

値
(1)の ① 回 30 3

　

0 28 30 30 30 3

Ｐ

0
活動指標 ② 人 1,9

Ｌ

90 2,500 2,0

Ａ

81 2,500 2,5

Ｎ

00 2,500 2,5

及

00
(2)の ① 人 61

び

,218 61,375

Ｄ

61,375 61,3

Ｏ

80 61,938 62

事

,219 62,500

務

対象指標 ②
(3)の ①

事

人 13 20 9 20 20

業

20 20
成果指標 ② 人

名

21 40 45 40 40

N

40 40
(4)の結果

o

の ① 回 30 30 28 3

.

0 30 30 30
成果指

6

標 ② 件 137 135 1

5

51 140 140 14

交

0 140
予算費目 会計

通

01 一般会計 款 02

安

項 01 目 13

コスト 年

全

度 R4年度 R5年度 R

意

5年度 R6年度 R7年

識

度 R8年度 R9年度
実

向

績値 計画値 実績値 計画

上

値 目標値 目標値 目標値

事

事業費(決算又は予算

業

額)Ａ 単位 2,741

政

3,161 2,637

策

2,765 2,765

こ

2,765 2,765

の

財
源
内
訳

 国庫支出金

事

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

務

県支出金 千円 117 0

事

0 0 0 0 0
 地方債 千

業

円 0 0 0 0 0 0 0
 そ

施

の他 千円 0 0 0 0 0 0

策

0
 一般財源 千円 2,

の

624 3,161 2,

位

637 2,765 2,

置

765 2,765 2,

基

765
人件費Ｂ 千円 2

本

,766 3,061 4

事

,887 3,514.

業

2 3,514.2 3,

主

514.2 3,514

管

.2
正職員従事時間×

課

人数 時間×人 216×

名

3 160× 5 225×

課

6 240× 4 240×

長

4 240× 4 240×

名

4
正職員以外の人件費

こ

千円 485 245 13

の

5 135 135 135

事

135
その他の費用Ｃ

務

千円 303 303 64

事

6 646 646 646

業

646
トータルコスト

の

A+B+C 千円 5,8

開

10 6,525 8,1

始

70 6,925.2 6

時

,925.2 6,92

期

5.2 6,925.2

事

単位あたりコスト ① 千

務

円/人 0.1 0.1 0

区

.1 0.1 0.1 0.

分

1 0.1
（ﾄｰﾀﾙｺ

法

ｽﾄ/(2)の対象指

定

標）② 千円/ 0 0 0 0

受

0 0 0

1

託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

環境の変化に対応する

業

事は大切であるが、目

名

的を見直す必要はない

N

。
事業進展等による環

o

境変化 □ ある
に伴い、

.

目的を見直す（目
その

6

理由
的の追加・拡充又

5

は絞込）

必要はありま

交

せんか？ ■ ない

有
効
性

通

より啓発事業に力を注

安

ぐ。
今以上に事業の成

全

果を向上

させる方法を

意

記入して下さ

い。 内　

識

容
※(3)の成果指標

向

を向上させる

　ことは

上

できますか？

昨年度と

事

の比較では交通事故件

業

数が増加したが、それ

２

以前を含む全体の流れ

評

と
目的達成状況 内　容

価

しては減少傾向である

　

ので一定の目的を達成

Ｃ

していると思われる。

Ｈ

□民間への一部委託 □

Ｅ

民間への全部委託
市関

Ｃ

与の必要性 □指定管理

Ｋ

□補助金・負担金助成

目

■市の直営
内　容

　（

的

実施手法） 交通安全啓

妥

発は市と警察と共同で

当

行う。

効
率
性

現状を維

性

持し、地道に啓発活動

こ

を行っていく。
事務事

の

業の統廃合により、

事

事

業の効率化を図り、成

業

果
内　容

を向上させる

の

方法を記入し

て下さい

必

。

交通安全事業は外部

要

委託はできないので現

性

状を維持し、地道に行

は

っていく。
現状より事

薄

業費・人件費を

削減す

れ

る方法を記入して下

さ

て

い。（仕様の変更、外

得

部 内　容
委託、従事時

ら

間の削減等は

できない

れ

か？)

公
平
性

直接的な

て

受益者はなし。
□ ある

い

□ 現状で適正
受益者負

る

担はありますか？

また

い

、受益者負担割合は適

ま

□ ない □ 検討が必要 内

せ

　容
正ですか？

■ 受益

ん

者がいない

３
改
革
改
善

か

案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

高校

。

生、大学生に対しての

十

交通安全 高校、大学と

分

連携し、交通安全教室

な

事業実施上の課題、住

成

の啓発方法。 などを実

果

施する。
民・議会等か

が

らの意見 意　見 対応策

理

と対応策

交通安全教室

　

の開催、交通安全普及

由

自転車乗車用ヘルメッ

得

ト購入費補助
R6年度

ら

の事業計画は前 変　更

れ

啓発資材の配付などの

て

啓発活動を行 金を通し

い

、ヘルメット着用率の

ま

向上
年度から変更・追

す

加は 前年度 ・
った。ま

か

た、自転車乗車用ヘル

？

メッ を図る。
あるか 追

得

　加
ト購入費補助金を

ら

実施した。

今後の事業

れ

・コスト・成果の方向

て

性 今後の事業の方向性

い

、改革・改善案
※今年

な

度からの具体的な事業

い

の進め方、手段の見直

事

し等、各方向性の内容

業

　　　　　　　　　□

進

　拡大 交通安全教育を

展

充実させ、体験型の手

等

法も取り入れる
　　　

に

　　　　　　□　改善

よ

など検討を行う。
　　

る

　　　　　　　■　現

環

状維持 保育園幼稚園、

境

小中学校、高齢者だけ

変

ではなく、市内
　　　

化

　　　　　　□　縮小

あ

高校、大学とも協調し

る

、交通安全啓発を行う

に

。
　　　　　　　　　

伴

□　統合 また、自転車

い

乗車用ヘルメット購入

、

費補助金の活用を
　　

対

　　　　　　　□　完

象

了 促すことで、様々な

を

年代のヘルメット着用

見

率の向上を
　　　　　

直

　　　　□　廃止・休

す

止 図る。
コストの方向

（

性
　　　　　　　　　

拡

→　維持
成果の方向性

そ

　　　　　　　　　→

の

　維持

2

理由
大・縮小）必要はありませ

ない
んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 65 交通安全意識向上事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

交通事故件数は各年で一時的な増加はあるが、長期的には啓
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

発活動等により減少傾向であり、十分な成果が得られている
いませんか。十分な成果が 理　由

。
得られていますか？ □ 得られていない

環境の変化に対応する

様

事は大切であるが、対

式

象を見直す必要はない

1

。
事業進展等による環

-

境変化
□ ある

に伴い、

2

対象を見直す（拡
その

事

理由
大・縮小）必要は

務

ありませ
■ ない

んか？



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年05月21日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 68 交通安全環境確保事業
政策 安全で安心して暮らせるまち

この事務事業
施策 交通事故や犯罪のないまちをつくろう

の位置
基本事業 交通安全

主管課名 防災安全課 課長名 岡田　光将
この事務事業の開始時期 平成７(1995)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 特になし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

緊急的に交通安全対策を図る必要が生じた場合の対策 緊急で交通安全対策が必要な場合に対応できる事業費
費 が必要となっている。
ＳＤＧｓの取り組み：3、11

行政区からの要望に対しての工事を実施した。
R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

対象に変化がないため、継続して実施 名称 単位
① 交通安全対策工事の実施箇所 箇所

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

緊急

令

交通安全対策工事必要

和

箇所 名称 単位
① 緊急交

 

通安全対策工事必要箇

6

所 箇所
②

目的(この事

年

業によって上記対象を

度

どのような状態にした

（

いのか) (3)成果指

5

標（目的の達成度を示

年

す指標）

安全対策工事

度

の実施 名称 単位
① 交通

実

安全対策工事の実施箇

施

所 箇所
②

結果(上位基

分

本事業の意図) (4)

）

結果の成果指標（上位

事

基本事業の成果指標）

務

交通事故の防止 名称 単

事

位
① 工事後の事故件数

業

件
②

事務事業の各種指

目

標の実績と見込及び目

的

標

R4年度 R5年度 R

評

5年度 R6年度 R7年

価

度 R8年度 R9年度
指

表

標 ＼ 年度 単位
実績

様

値 計画値 実績値 計画値

式

目標値 目標値 目標値
(

1

1)の ① 箇所 5 2 11

-

4 2 2 2
活動指標 ②
(

1

2)の ① 箇所 2 2 11

記

4 2 2 2
対象指標 ②
(

入

3)の ① 箇所 5 2 11

日

4 2 2 2
成果指標 ②

(

令

4)の結果の ① 件 0 0

和

0 0 0 0 0
成果指標 ②

0

予算費目 会計 01 一

6

般会計 款 02 項 01 目

年

13

コスト 年度 R4年

0

度 R5年度 R5年度 R

5

6年度 R7年度 R8年

月

度 R9年度
実績値 計画

2

値 実績値 計画値 目標値

1

目標値 目標値
事業費(

日

決算又は予算額)Ａ 単

１

位 11,202 14,

事

517 21,209 1

務

9,881 5,981

事

5,981 5,181

業

財
源
内
訳

 国庫支出金

の

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

現

県支出金 千円 0 1,2

状

00 1,115 1,2

　

00 1,200 1,2

Ｐ

00 1,000
 地方

Ｌ

債 千円 0 0 0 0 0 0 0

Ａ

 その他 千円 0 0 0 0

Ｎ

0 0 0
 一般財源 千円

及

11,202 13,3

び

17 20,094 18

Ｄ

,681 4,781 4

Ｏ

,781 4,181
人

事

件費Ｂ 千円 2,281

務

4,936 5,076

事

3,703.2 3,7

業

03.2 3,703.

名

2 3,703.2
正職
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員従事時間×人数 時間

o

×人 162× 4 225

.

× 6 225× 6 240

6

× 4 240× 4 240

8

× 4 240× 4
正職員

交

以外の人件費 千円 0 1

通

84 324 324 32

安

4 324 324
その他

全

の費用Ｃ 千円 505 2

環

02 646 646 64

境

6 646 646
トータ

確

ルコストA+B+C 千

保

円 13,988 19,

事

655 26,931 2

業

4,230.2 10,

政

330.2 10,33

策

0.2 9,530.2

こ

単位あたりコスト ① 千

の

円/箇所 6,994 9

事

,827.5 2,44

務

8.3 6,057.6

事

5,165.1 5,1

業

65.1 4,765.

施

1
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/

策

(2)の対象指標）②

の

千円/ 0 0 0 0 0 0 0

位

1

置
基本事業

主管課名 課長名
この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1
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的の追加・

N

拡充又は絞込）

必要は

o

ありませんか？ ■ ない

.

有
効
性

地元と連携のう
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事業進展等による環境変化 ある
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今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？
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今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 68 交通安全環境確保事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

道路規制だけでなく、物理的に交通安全対策をすることは有
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

益であるため、事故の減少に繋がる。
いませんか。十分な成果が 理　由
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